
  

     

 
平成26年３月期  決算短信〔日本基準〕（非連結） 

        平成26年５月９日

上場会社名 東部ネットワーク株式会社 上場取引所  東 

コード番号 9036 ＵＲＬ  http://www.tohbu.co.jp/ 

代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）芦原 一義 

問合せ先責任者 （役職名） 常務取締役兼常務執行役員 （氏名）三澤 秀幸 ＴＥＬ  045-461-1651 

定時株主総会開催予定日 平成26年６月26日 配当支払開始予定日 平成26年６月27日 

有価証券報告書提出予定日 平成26年６月26日    
 
決算補足説明資料作成の有無： 有      
  
決算説明会開催の有無      ： 無      
 

 
（百万円未満切捨て）

１．平成26年３月期の業績（平成25年４月１日～平成26年３月31日） 

（１）経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

26年３月期 12,318 7.3 848 5.8 891 5.4 567 8.9 

25年３月期 11,485 3.9 802 58.8 845 54.1 521 16.3 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

26年３月期 103.51 － 3.9 4.7 6.9 

25年３月期 95.06 － 3.7 4.6 7.0 
 
（参考）持分法投資損益 26年３月期 － 百万円   25年３月期 － 百万円 
 
（２）財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

26年３月期 18,870 14,986 79.4 2,732.00 

25年３月期 18,676 14,496 77.6 2,642.67 
 
（参考）自己資本 26年３月期 14,986 百万円   25年３月期 14,496 百万円 
 
（３）キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円 

26年３月期 685 △339 △109 3,055 

25年３月期 1,080 △431 △82 2,819 

 
２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 純資産 

配当率 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 
  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
25年３月期 － 7.50 － 12.50 20.00 109 21.0 0.8 
26年３月期 － 7.50 － 12.50 20.00 109 19.3 0.7 
27年３月期（予想） － 7.50 － 7.50 15.00   14.5   

（注）26年３月期期末配当金の内訳  普通配当 ７円50銭 記念配当５円00銭 
 
３．平成27年３月期の業績予想（平成26年４月１日～平成27年３月31日） 

  （％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）
 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計） 6,337 △3.2 483 △1.4 505 △1.2 311 △0.4 56.78 

通期 12,394 0.6 878 3.5 921 3.4 568 0.0 103.56 

 



※  注記事項 

（１）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更： 無    
 

②  ①以外の会計方針の変更              ： 無    
 

③  会計上の見積りの変更                ： 無    
 

④  修正再表示                          ： 無    

 

（２）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 26年３月期 5,749,000 株 25年３月期 5,749,000 株 

②  期末自己株式数 26年３月期 263,374 株 25年３月期 263,309 株 

③  期中平均株式数 26年３月期 5,485,664 株 25年３月期 5,485,741 株 

 
※  監査手続の実施状況に関する表示 

 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、財務諸表

に対する監査手続が実施中です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判

断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等

は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての

注意事項等については、添付資料Ｐ3「１．経営成績・財政状態に関する分析（１）経営成績に関する分析」をご覧

ください。 

 

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法） 

 決算補足説明資料は、平成26年５月９日（金）に当社ホームページに掲載いたします。 
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１．経営成績・財政状態に関する分析

(1）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当事業年度におけるわが国経済は、政府による内需拡大策に加えて、消費税率の引き上げに伴う駆け込み需要等

によって個人消費や企業の設備投資も増加基調に推移し、景気は緩やかに回復しております。

当貨物自動車運送業界におきましても、景気回復により物流需要も旺盛となりましたので、輸送車両や運転手不

足が深刻化し、傭車調達費の上昇や燃料費の高止りで厳しい事業環境となりました。

当社はこのような状況下、東日本大震災の復旧・復興事業や、首都圏の再開発事業の協力要請にも積極的に対応

するとともに、各荷主による輸送力増強要請に応え、大型車両（トレーラー化）を中心に、大幅な増車と新輸送シ

ステム等の推進により新規荷主の獲得も加わり、事業幅が拡大し生産性も向上いたしました。

以上の結果、当事業年度の売上高は４期連続で増収となり、過去最高を更新し、12,318,455千円（前年同期比

7.3％増）となりました。営業利益につきましては、輸送力増強に伴う人件費や減価償却費、高止りした燃料費等

を吸収し、848,969千円（前年同期比5.8％増）、経常利益は891,234千円（前年同期比5.4％増）、当期純利益は

567,843千円（前年同期比8.9％増）で増収増益となりました。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（貨物自動車運送事業）

第１営業部門 

ａ．清涼飲料輸送は、期中に国内企業４社からなる事業体から外国企業１社に統合された主要荷主がひとつの組

織となりましたので、合理化効果が反映され、効率的な業務展開となり輸送量も増加いたしましたので、増収

となりました。

ｂ．びん・容器輸送は、消費増税に対する先行出荷や生産工場の合理化に伴う出荷基地の変更等がありましたの

で、増収となりました。

ｃ．新輸送システム等は、年間取引額が増加しておりますことに加え新規荷主の獲得が順調に進み、大幅な増収

となりました。

この結果、第１営業部門の売上高は、前年同期比14.9％増となりました。

第２営業部門 

ａ．石油輸送は、自動車燃費の改善や電気・ガスへとエネルギー転換が進み、輸送量が減少しておりますので減

車し、減収となりました。

ｂ．化成品輸送は、出荷量は増加傾向にありますが、輸送体制が追いつかず若干の増収にとどまりました。

ｃ．セメント輸送は、東北地方の出荷が順調に推移しておりますことに加え、首都圏での道路整備や大型再開発

等の建設が旺盛のことから、輸送力を増強いたしましたので大幅な増収となりました。

ｄ．その他輸送は、小型車の専属契約車提供事業は荷主の合理化要請で、減収となりました。しかしながら、今

期末から新規に大型車による牛乳輸送を開始いたしましたので、ほぼ前期並となりました。

この結果、第２営業部門の売上高は、前年同期比11.7％増となりました。

以上から、当貨物自動車運送事業の売上高は、関連業務の荷役・保管作業収入を含め、8,596,129千円（前

年同期比14.3％増）となり、セグメント利益は589,706千円（前年同期比13.8％増）となりました。

（商品販売事業）

ａ．当事業の主力販売品である石油製品は、大口需要先の廃業が重なり販売量が大幅に減少し、減収となりまし

た。

ｂ．セメント販売につきましては、首都圏で公共工事や商業施設の納入量が増加し、増収となりました。

ｃ．車両販売等につきましては、大型車の販売が好調に推移したことに加え、新たに加わったリース業やソフト

ウエア販売が好調で大幅な増収となりました。

この結果、当事業の売上高は、2,481,000千円（前年同期比7.4％減）となり、セグメント利益は19,202千円

（前年同期比10.3％増）となりました。

（不動産賃貸事業）

ａ．自社提供施設につきましては、未稼働部分が成約しフル稼働になりましたので増収となりました。

ｂ．借上施設につきましては、大口転貸先で一部解約があり減収となりました。

この結果、当事業の売上高は、1,166,587千円（前年同期比3.5％減）となり、セグメント利益は509,189千

円（前年同期比1.8％減）となりました。

（その他事業）

ａ．自動車整備業につきましては、景気の上昇とともに登録車両が増加いたしましたので車検・整備の受注が増

加し、増収となりました。

ｂ．損害保険代理業等につきましては、個人の火災保険と自動車保険契約で増収となりましたが、法人の大口自

動車保険で複数顧客が最高優良割引率となり、結果として手数料が減少し減収となりました。
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 この結果、当事業の売上高は、74,738千円（前年同期比2.0％増）となり、セグメント利益は28,410千円

（前年同期比0.4％増）となりました。

 

当事業年度売上高の構成

事 業 区 分 売 上 高 構 成 比

 

貨物自動車運送事業

商品販売事業

不動産賃貸事業

その他事業

千円

8,596,129

2,481,000

1,166,587

74,738

％

69.8

20.1

9.5

0.6

合    計 12,318,455 100.0

 

② 次期の見通し

今後の景況につきましては、消費増税による駆け込み需要の反動減が当分の間、続くものと思われますが、外需

も回復の兆しが出てまいりましたので、景気は緩やかな回復基調で推移するものと思われます。

このような状況下、当社の主力荷主は生産設備増強を行っておりますので、引続き輸送体制強化を実施するとと

もに、東北復興や関東圏で老朽化したインフラ整備や、東京オリンピックに向けて公共工事の資材輸送強化要請に

も対応してまいる所存であります。又、中京圏での輸送体制強化を図ることで合理化効果を追求し、新輸送システ

ム等で新規事業の拡大を継続してまいります。

更に、政府が進める再生エネルギー推進政策に協力し、太陽光発電所の屋根貸し事業等に東部北陸物流センター

（富山県）と東部海老名物流センター（神奈川県）の２箇所で新規参入してまいります。

一方で、不動産賃貸業の大口転貸物件が解約となりますので、新規テナント先の成約を目指します。

以上を踏まえ、次期の業績予想につきましては、売上高12,394,469千円（前年同期比0.6％増）、営業利益

878,973千円（同3.5％増）、経常利益921,421千円（同3.4％増）、当期純利益568,099千円（同0.0％増）を見込ん

でおります。

 

(2）財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

（流動資産）

当事業年度末の流動資産は、4,692,908千円（前事業年度末4,428,745千円）となり、264,163千円増加いたしま

した。

これは主に、現金及び預金が136,024千円、営業未収入金が162,689千円それぞれ増加したことによるものであり

ます。

（固定資産）

当事業年度末の固定資産は、14,177,606千円（前事業年度末14,247,397千円）となり、69,791千円減少いたしま

した。これは、上場株式の時価評価差益の増加等により投資その他の資産が136,444千円増加した一方で、有形固

定資産が160,246千円、無形固定資産が45,989千円それぞれ減少したことによるものであります。

この結果、資産合計で18,870,515千円（前事業年度末18,676,143千円）となり、194,371千円増加いたしまし

た。

（流動負債）

当事業年度末の流動負債は、1,826,806千円（前事業年度末1,622,081千円）となり、204,725千円増加いたしま

した。これは主に、未払法人税等が27,560千円、前受金が29,443千円それぞ減少した一方で、営業未払金が

131,400千円、未払金が180,048千円それぞれ増加したことによるものであります。

（固定負債）

当事業年度末の固定負債は、2,056,974千円（前事業年度末2,557,192千円）となり、500,217千円減少いたしま

した。

これは主に、預り保証金が482,625千円減少したことによるものであります。

この結果、負債合計で3,883,781千円（前事業年度末4,179,273千円）となり、295,491千円減少いたしました。

（純資産）

当事業年度末の純資産合計は、14,986,733千円（前事業年度末14,496,870千円）となり、489,863千円増加いた

しました。これは主に、当期純利益567,843千円及び剰余金の配当109,713千円により利益剰余金が458,129千円、

その他有価証券評価差額金が31,785千円それぞれ増加したことによるものであります。
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② キャッシュ・フローの状況

当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前事業年度末に比べ236,024千円増加

し、3,055,623千円となりました。

当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、営業活動の結果得られた資金は、685,613千円（前年同期比36.5％減）となりました。主

な増加要因は、税引前当期純利益917,222千円、減価償却費614,042千円などであり、主な減少要因は、預り保証

金の減少額482,625千円、法人税等の支払額383,360千円などによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、投資活動の結果支出した資金は、339,822千円（前年同期比21.2％減）となりました。主

な減少要因は、有形固定資産の取得による支出423,205千円などによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当事業年度において、財務活動の結果支出した資金は、109,765千円（前年同期比33.3％増）となりました。主

な減少要因は、配当金の支払額などであります。

 

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移

  平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期 平成26年３月期

自己資本比率（％） 77.4 76.5 77.9 77.6 79.4

時価ベースの自己資本比率
（％）

19.2 17.8 18.3 24.6 22.5

キャッシュ・フロー対有利子負
債比率（％）

26.7 29.3 35.7 28.8 41.5

インタレスト・カバレッジ・レ
シオ（倍）

219.1 154.2 150.1 165.3 114.2

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

 

 (3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付けており、継続的かつ安定的で適正

な利益配分に取り組んでいくことを基本方針としております。利益配当につきましては、経営環境や業績等を総合

的に勘案して決定してまいりたいと考えております。

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であります。

当事業年度の配当につきましては、創立70周年の記念配当５円を加え期末配当を12円50銭とし、１株当たり年間

20円（うち中間配当７円50銭）の配当とさせていただく予定であります。

次期の予想配当に関しましては、１株当たり年間15円（中間配当７円50銭、期末配当７円50銭）を予定しており

ます。

内部留保金の使途につきましては、輸送力の更新・強化、事業施設の拡充及び環境問題への対応や今後の事業展

開のために有効投資し、経営基盤の一層の強化に努め、事業拡大を図る方針であります。

当社は、「取締役会の決議により、毎年９月30日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に

定めております。
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 (4）事業等のリスク

   当社の経営成績及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものが想定されます。

① 取引先との集中度について

特定の取引先(荷主)に係る集中度につきましては、売上高の10％を超える取引先が２社あります。上位２社

との取引関係は良好かつ安定的に推移しておりますが、当業界における環境の変化、または予期せぬ事象等に

より契約解消となった場合には、当社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

このリスク管理として、各事業所の特定荷主に特化してきた事業体制を複合化物流システムに切り替え、集

中度の緩和に努めてまいります。

② Ｍ＆Ａ、資本提携等について

当社は、既存の事業基盤にシナジー効果が期待できる事業へのＭ＆Ａ（企業の合併・買収）や資本提携を行

う可能性があります。実施に際しては事前の投資分析・精査等十分な検討を行いますが、買収提携後において

予め想定しなかった結果が生じ、事業計画が当初計画どおり進捗せずに当社の業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

③ 自然災害について

地震、風水害などの自然災害が発生した場合、当社が保有している賃貸商業設備、物流施設、営業所等の損

壊被害に加え、電力、道路などの社会インフラ機能の低下により、当社の事業運営に直接的または間接的に影

響を受ける可能性があります。災害対策については、防災マニュアル等の整備に努めておりますが、被害を完

全に回避できるものではなく、当社の業績及び財政状態に重要な影響を及ぼす可能性があります。

④ 天候の変動について

当社が輸送している商品には、天候によって出荷量が左右されるものがあります。特に異常気象や天候不順

による冷夏または暖冬等が発生した場合は、各輸送部門において、輸送数量の減少につながるため、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。

⑤ 輸送コストの上昇について

当社は、貨物自動車運送事業を主体とすることから、事業遂行にあたり燃料の使用が不可欠であります。

今現在、安定的かつ適正価格で供給を受けており、また、燃料費の上昇を転嫁する取組みを行っておりま

す。しかしながら、世界の石油情勢の変動により大幅に燃料費が高騰した場合は、輸送コストが上昇し、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑥ 重大な事故の発生について

当社は、大型トレーラー及び特殊車両等により種々の製品の輸送業務を行っており、安全と輸送品質の向上

に努め、徹底した運行管理を実施しております。しかしながら、重大な事故が発生した場合、取引先の信頼及

び社会的信用が低下するとともに、営業停止等の行政処分を受ける可能性があります。これらの事象は、当社

の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

⑦ 法的規制について

当社の貨物自動車運送事業は、各種の法的規制（貨物自動車運送事業法、貨物利用運送事業法等）を受けて

おります。今後、規制内容の変更・強化が生じた場合にはコストの増加等により、当社の事業展開及び業績に

影響を及ぼす可能性があります。

⑧ 不動産賃貸事業について

賃貸施設である自社ビル等自社賃貸施設及び借上転貸施設は、現在、問題なく稼働しておりますが、既存テ

ナントの解約や契約更新がなされない場合、あるいは賃料の減額要請等があった場合、賃料収入が減少し、当

社の業績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

当社では全ての賃貸施設の稼働を維持し、継続的な収益の確保に努めてまいります。

⑨ 貸倒れリスク（信用リスク）について

売上債権、貸付債権等の貸倒損失に備えるため、適正に貸倒引当金を計上しておりますが、取引先の信用悪

化等により貸倒損失が発生することや、貸倒引当金の追加引当によって業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

当社では不良債権の発生抑止のため、取引先毎に与信管理を徹底するとともに債権回収会議を毎月開催し、

リスク管理に努めております。

⑩ システム関連について

当社では、業務運営の効率化や他社との差別化を図るため積極的にＩＴ化を推進しており、主力事業の貨物

自動車運送事業においては、コンピュータによる管理・運営の依存度がますます高まってきております。

今後、業務上使用するコンピュータシステムや回線に重大な不具合、災害等による障害が発生した場合、そ

の障害の規模によっては業務に支障をきたし、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。
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⑪ 個人情報の管理について

当社は、個人情報保護法により定められた個人情報の漏洩防止のため、「個人情報保護管理規程」及び「電

子計算処理データ保護管理規程」を定め個人情報保護の周知徹底を図っております。しかしながら、情報化社

会における個人情報を取り巻く環境は多様化しており、予期せぬ事態により個人情報が漏洩した場合には、当

社の社会的信用の低下や対応のために発生する費用などにより業績に影響を及ぼす可能性があります。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（東部ネットワーク株式会社）及び子会社１社により構成され

ており、貨物自動車運送事業、商品販売事業、不動産賃貸事業及びその他事業（自動車整備業、損保代理業等）を主

な事業内容としております。

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。

(1) 貨物自動車運送事業………当社及び子会社の相模新栄運送株式会社が行っております。

 (2) 商品販売事業（石油製品の販売、セメントの販売、車両等の販売）……当社のみが行っております。

(3) 不動産賃貸事業………当社のみが行っております。

(4) その他事業

自動車整備業等……当社のみが行っております。

 

［事業系統図］

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。

 

 

３．経営方針

(1）会社の経営の基本方針、(2）目標とする経営指標、(3）中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

平成23年３月期決算短信（平成23年５月13日開示）により開示を行った内容から重要な変更がないため開示を省略

しております。

 当該決算短信は、次のＵＲＬからご覧いただくことができます。

（当社ホームページ）

http://www.tohbu.co.jp/ir/library/ 

（東京証券取引所ホームページ（上場会社情報検索ページ））

http://www.tse.or.jp/listing/compsearch/index.html 
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４．財務諸表

（１）貸借対照表

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 3,019,598 3,155,623 

受取手形 51,149 － 

営業未収入金 1,175,502 1,338,192 

リース投資資産 － 16,128 

原材料及び貯蔵品 28,177 28,394 

前払費用 90,148 100,411 

繰延税金資産 50,988 46,754 

その他 17,257 11,901 

貸倒引当金 △4,077 △4,497 

流動資産合計 4,428,745 4,692,908 

固定資産    

有形固定資産    

建物 ※１ 6,688,417 ※１ 6,704,618 

減価償却累計額 △3,238,407 △3,421,282 

建物（純額） ※１ 3,450,010 ※１ 3,283,336 

構築物 ※１ 981,011 ※１ 980,222 

減価償却累計額 △694,066 △737,927 

構築物（純額） ※１ 286,944 ※１ 242,294 

機械及び装置 290,848 299,020 

減価償却累計額 △243,999 △250,352 

機械及び装置（純額） 46,849 48,667 

車両運搬具 4,129,132 4,336,020 

減価償却累計額 △3,752,229 △3,917,113 

車両運搬具（純額） 376,902 418,906 

工具、器具及び備品 231,090 247,868 

減価償却累計額 △209,203 △218,729 

工具、器具及び備品（純額） 21,886 29,139 

土地 ※１,※２ 7,520,861 ※１,※２ 7,520,861 

有形固定資産合計 11,703,454 11,543,207 

無形固定資産    

ソフトウエア 100,725 54,857 

ソフトウエア仮勘定 19,950 19,950 

その他 11,024 10,902 

無形固定資産合計 131,699 85,710 

投資その他の資産    

投資有価証券 886,780 982,138 

関係会社株式 22,102 22,102 

長期前払費用 48,722 39,570 

保険積立金 17,610 54,613 

差入保証金 1,429,040 1,442,478 

その他 10,887 10,683 

貸倒引当金 △2,899 △2,898 

投資その他の資産合計 2,412,243 2,548,688 

固定資産合計 14,247,397 14,177,606 

資産合計 18,676,143 18,870,515 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形 131,642 119,656 

営業未払金 686,942 818,342 

未払金 136,045 316,093 

未払費用 175,663 167,069 

未払法人税等 223,457 195,897 

未払消費税等 53,228 40,460 

前受金 92,451 63,008 

預り金 26,265 8,475 

賞与引当金 72,223 73,953 

役員賞与引当金 23,590 23,040 

割賦利益繰延 570 808 

流動負債合計 1,622,081 1,826,806 

固定負債    

預り建設協力金 318,348 291,184 

繰延税金負債 1,143,931 1,150,532 

再評価に係る繰延税金負債 ※２ 123,215 ※２ 123,215 

退職給付引当金 7,190 8,368 

役員退職慰労引当金 103,650 109,700 

長期前受金 59,264 53,715 

長期預り保証金 ※１ 787,523 ※１ 304,898 

資産除去債務 14,069 15,360 

固定負債合計 2,557,192 2,056,974 

負債合計 4,179,273 3,883,781 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(平成25年３月31日) 
当事業年度 

(平成26年３月31日) 

純資産の部    

株主資本    

資本金 553,031 553,031 

資本剰余金    

資本準備金 527,524 527,524 

その他資本剰余金 197 197 

資本剰余金合計 527,722 527,722 

利益剰余金    

利益準備金 89,411 89,411 

その他利益剰余金    

固定資産圧縮積立金 1,967,977 1,956,387 

別途積立金 10,752,160 11,002,160 

繰越利益剰余金 1,030,956 1,250,675 

利益剰余金合計 13,840,505 14,298,634 

自己株式 △195,002 △195,054 

株主資本合計 14,726,256 15,184,334 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 220,415 252,201 

土地再評価差額金 ※２ △449,801 ※２ △449,801 

評価・換算差額等合計 △229,386 △197,600 

純資産合計 14,496,870 14,986,733 

負債純資産合計 18,676,143 18,870,515 
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（２）損益計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

売上高    

営業収益    

運送収入 7,523,524 8,596,129 

不動産賃貸収入 1,208,908 1,166,587 

その他の事業収入 73,298 74,738 

営業収益合計 8,805,730 9,837,455 

商品売上高 2,679,809 2,481,000 

売上高合計 11,485,539 12,318,455 

売上原価    

営業原価    

運送事業費 6,946,201 7,949,681 

不動産賃貸費用 687,577 653,554 

その他の事業費用 38,845 40,453 

営業原価合計 7,672,625 8,643,689 

商品売上原価 2,652,359 2,449,043 

売上原価合計 10,324,985 11,092,732 

売上総利益 1,160,554 1,225,722 

売上利益調整    

割賦販売未実現利益戻入額 399 333 

割賦販売未実現利益繰入額 333 514 

繰延リース利益繰入額 － 2,666 

売上利益調整額 65 △2,847 

差引売上総利益 1,160,620 1,222,875 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 63,840 63,420 

給料及び手当 84,806 80,738 

賞与 11,802 12,252 

賞与引当金繰入額 5,306 5,796 

役員賞与引当金繰入額 23,590 23,040 

退職給付費用 2,485 2,318 

役員退職慰労引当金繰入額 9,950 9,400 

法定福利費 19,868 19,995 

福利厚生費 3,457 3,630 

減価償却費 16,279 15,951 

租税公課 16,884 18,085 

支払手数料 33,480 38,040 

貸倒引当金繰入額 180 419 

保険料 20,230 28,812 

その他 45,872 52,003 

販売費及び一般管理費合計 358,036 373,905 

営業利益 802,584 848,969 
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    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業外収益    

受取利息 844 839 

有価証券利息 26 － 

受取配当金 20,783 22,381 

受取割戻金 5,813 7,131 

受取事務手数料 ※１ 5,836 ※１ 6,348 

補助金収入 9,606 － 

その他 6,268 11,569 

営業外収益合計 49,180 48,270 

営業外費用    

支払利息 6,533 6,002 

その他 10 3 

営業外費用合計 6,544 6,006 

経常利益 845,220 891,234 

特別利益    

固定資産売却益 ※２ 18,343 ※２ 26,965 

特別利益合計 18,343 26,965 

特別損失    

固定資産売却損 ※３ 83 ※３ 705 

固定資産除却損 ※４ 22 ※４ 272 

ゴルフ会員権評価損 300 － 

ゴルフ会員権貸倒引当金繰入額 2,896 － 

特別損失合計 3,302 977 

税引前当期純利益 860,261 917,222 

法人税、住民税及び事業税 350,936 355,885 

法人税等調整額 △12,172 △6,506 

法人税等合計 338,764 349,378 

当期純利益 521,496 567,843 
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売上原価明細書

１ 営業原価

(1）運送事業費

   
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 人件費     1,901,292 27.4   2,017,612 25.4

(うち賞与引当金繰入額)     (66,466)     (67,665)  

(うち退職給付費用)     (17,611)     (17,150)  

Ⅱ 経費              

傭車料   2,743,754     3,279,954    

減価償却費   347,386     401,943    

その他   1,953,767 5,044,909 72.6 2,250,171 5,932,069 74.6

営業原価     6,946,201 100.0   7,949,681 100.0

 

(2）不動産賃貸費用

   
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 経費              

減価償却費   209,177     189,869    

賃貸用施設借上料   345,988     334,110    

その他   132,412 687,577 100.0 129,574 653,554 100.0

営業原価     687,577 100.0   653,554 100.0
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(3）その他の事業費用

   
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ 人件費     12,860 33.1   13,308 32.9

(うち賞与引当金繰入額)     (449)     (492)  

(うち退職給付費用)     (148)     (161)  

Ⅱ 経費              

減価償却費   495     460    

その他   25,489 25,984 66.9 26,683 27,144 67.1

営業原価     38,845 100.0   40,453 100.0

 

２ 商品売上原価

   
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ 期首商品棚卸高   － －

Ⅱ 当期商品仕入高   2,652,359 2,449,043

合計   2,652,359 2,449,043

Ⅲ 期末商品棚卸高   － －

商品売上原価   2,652,359 2,449,043
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 

別途積立金 繰越利益剰
余金 

当期首残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 1,980,578 10,502,160 829,145 13,401,295 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立
金の取崩           △12,601   12,601 － 

実効税率変更によ
る固定資産圧縮積
立金の増加 

          －   － － 

別途積立金の積立             250,000 △250,000 － 

剰余金の配当               △82,286 △82,286 

当期純利益               521,496 521,496 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

                  

当期変動額合計 － － － － － △12,601 250,000 201,811 439,210 

当期末残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 1,967,977 10,752,160 1,030,956 13,840,505 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 

株主資本合
計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △194,955 14,287,092 102,271 △449,801 △347,530 13,939,562 

当期変動額             

固定資産圧縮積立
金の取崩   －       － 

実効税率変更によ
る固定資産圧縮積
立金の増加 

  －       － 

別途積立金の積立   －       － 

剰余金の配当   △82,286       △82,286 

当期純利益   521,496       521,496 

自己株式の取得 △46 △46       △46 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

    118,143 － 118,143 118,143 

当期変動額合計 △46 439,163 118,143 － 118,143 557,307 

当期末残高 △195,002 14,726,256 220,415 △449,801 △229,386 14,496,870 
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当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

                (単位：千円) 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

  

資本準備金 
その他資本
剰余金 

資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計   

固定資産圧
縮積立金 別途積立金 

繰越利益剰
余金 

当期首残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 1,967,977 10,752,160 1,030,956 13,840,505 

当期変動額                   

固定資産圧縮積立
金の取崩           △12,032   12,032 － 

実効税率変更によ
る固定資産圧縮積
立金の増加 

          442   △442 － 

別途積立金の積立             250,000 △250,000 － 

剰余金の配当               △109,713 △109,713 

当期純利益               567,843 567,843 

自己株式の取得                   

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

                  

当期変動額合計 － － － － － △11,590 250,000 219,719 458,129 

当期末残高 553,031 527,524 197 527,722 89,411 1,956,387 11,002,160 1,250,675 14,298,634 

 

             

  株主資本 評価・換算差額等 

純資産合計 
  自己株式 株主資本合

計 

その他有価
証券評価差
額金 

土地再評価
差額金 

評価・換算
差額等合計 

当期首残高 △195,002 14,726,256 220,415 △449,801 △229,386 14,496,870 

当期変動額             

固定資産圧縮積立
金の取崩   －       － 

実効税率変更によ
る固定資産圧縮積
立金の増加 

  －       － 

別途積立金の積立   －       － 

剰余金の配当   △109,713       △109,713 

当期純利益   567,843       567,843 

自己株式の取得 △51 △51       △51 

株主資本以外の項
目の当期変動額
（純額） 

    31,785 － 31,785 31,785 

当期変動額合計 △51 458,077 31,785 － 31,785 489,863 

当期末残高 △195,054 15,184,334 252,201 △449,801 △197,600 14,986,733 
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（４）キャッシュ・フロー計算書

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー    

税引前当期純利益 860,261 917,222 

減価償却費 579,157 614,042 

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3,076 419 

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,648 1,730 

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 2,550 △550 

退職給付引当金の増減額（△は減少） 2,437 1,178 

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 9,950 6,050 

受取利息及び受取配当金 △21,654 △23,221 

支払利息 6,533 6,002 

固定資産売却損益（△は益） △18,259 △26,260 

固定資産除却損 22 272 

ゴルフ会員権評価損 300 － 

売上債権の増減額（△は増加） △58,011 △127,668 

仕入債務の増減額（△は減少） 35,094 113,765 

預り保証金の増減額（△は減少） △7,097 △482,625 

未払消費税等の増減額（△は減少） △34,569 △12,768 

その他の資産の増減額（△は増加） 689 △44,819 

その他の負債の増減額（△は減少） △55,802 108,921 

小計 1,307,326 1,051,691 

利息及び配当金の受取額 21,594 23,285 

利息の支払額 △6,533 △6,002 

法人税等の支払額 △242,100 △383,360 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,080,287 685,613 

投資活動によるキャッシュ・フロー    

定期預金の預入による支出 △100,000 － 

定期預金の払戻による収入 － 100,000 

有形固定資産の取得による支出 △289,084 △423,205 

有形固定資産の売却による収入 19,643 29,033 

無形固定資産の取得による支出 △39,900 △469 

投資有価証券の取得による支出 △22,110 △46,229 

貸付けによる支出 △5,010 △4,390 

貸付金の回収による収入 5,112 5,437 

投資活動によるキャッシュ・フロー △431,349 △339,822 

財務活動によるキャッシュ・フロー    

自己株式の取得による支出 △46 △51 

配当金の支払額 △82,286 △109,713 

財務活動によるキャッシュ・フロー △82,332 △109,765 

 

- 17 -

東部ネットワーク㈱（9036） 平成26年3月期決算短信［日本基準］ （非連結）



 

    (単位：千円) 

 
前事業年度 

(自 平成24年４月１日 
 至 平成25年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成26年３月31日) 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 566,604 236,024 

現金及び現金同等物の期首残高 2,252,994 2,819,598 

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,819,598 ※１ 3,055,623 
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（５）財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（重要な会計方針）

１．有価証券の評価基準及び評価方法

(1）満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）を採用しております。

(2）子会社株式

 移動平均法による原価法を採用しております。

(3）その他有価証券

時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均

法により算定）を採用しております。

時価のないもの

 移動平均法による原価法を採用しております。

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法

原材料及び貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

３．固定資産の減価償却の方法

(1）有形固定資産

 定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法）を採用し

ております。

 なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物    ６～50年

車両運搬具 ２～６年

(2）無形固定資産

 定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用し

ております。

(3）長期前払費用

 均等償却を行っております。

４．引当金の計上基準

(1）貸倒引当金

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2）賞与引当金

 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の賞与支給見込額の当事業年度負担額を計上して

おります。

(3）役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

(4）退職給付引当金

 従業員の退職給付に備えるため、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

(5）役員退職慰労引当金

 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。。

５．収益及び費用の計上基準

(1）割賦販売品の売上高及び売上原価の計上は、他の販売品と同様引渡基準によっておりますが、その販売利

益の実現については割賦金の回収期限到来の日を以て、計上しております。

(2）ファイナンス・リース取引に係る収益の計上基準は、リース取引開始日に売上高と売上原価を計上する方

法によっております。

６．キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし

か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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７．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 消費税等の会計処理

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業

年度の費用として処理しております。

（貸借対照表関係）

※１ 担保資産及び担保付債務

 担保に供している資産は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

建物 41,426千円 －千円

構築物 4,405 －

土地 347,150 －

計 392,982 －

 

 担保付債務は、次のとおりであります。

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

長期預り保証金 188,641千円 －千円

 

※２ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法律の一部

を改正する法律」（平成11年３月31日公布法律第24号、平成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、事業用の

土地の再評価を行っております。

なお、税効果会計考慮後の再評価差額は、「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

・再評価の方法…「土地再評価に関する法律施行令」（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条第３号

に定める固定資産税評価額に合理的な調整を行って算出しております。

・再評価を行った年月日…平成14年３月31日

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

再評価を行った土地の期末における時

価と再評価後の帳簿価額との差額
△1,989,381千円 △2,014,513千円

上記差額のうち賃貸等不動産に係るも

の
△1,273,296千円 △1,283,438千円

 

（損益計算書関係）

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

受取事務手数料 4,800千円 4,800千円
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※２ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

車両運搬具 18,343千円 26,965千円

 

※３ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

機械及び装置 －千円 702千円

車両運搬具 83 2

計 83 705

 

※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

構築物 －千円 16千円

機械及び装置 0 23

工具、器具及び備品 22 232

計 22 272
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式        

普通株式 5,749 － － 5,749

合計 5,749 － － 5,749

自己株式        

普通株式 263 0 － 263

合計 263 0 － 263

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りよる増加0千株であります。

 

 ２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月26日 

定時株主総会
普通株式 41,143 7.50 平成24年３月31日 平成24年６月27日

平成24年11月６日 

取締役会
普通株式 41,143 7.50 平成24年９月30日 平成24年12月７日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日 

定時株主総会
普通株式 68,571 利益剰余金 12.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日

 

当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当事業年度期首株
式数（千株）

当事業年度増加株
式数（千株）

当事業年度減少株
式数（千株）

当事業年度末株式
数（千株）

発行済株式        

普通株式 5,749 － － 5,749

合計 5,749 － － 5,749

自己株式        

普通株式 263 0 － 263

合計 263 0 － 263

 （注）普通株式の自己株式の株式数の増加0千株は、単元未満株式の買取りよる増加0千株であります。
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 ２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成25年６月26日 

定時株主総会
普通株式 68,571 12.50 平成25年３月31日 平成25年６月27日

平成25年11月６日 

取締役会
普通株式 41,142 7.50 平成25年９月30日 平成25年12月９日

 

(2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日

平成26年６月26日 

定時株主総会
普通株式 68,570 利益剰余金 12.50 平成26年３月31日 平成26年６月27日

 

（キャッシュ・フロー計算書関係）

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

   
前事業年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当事業年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

  現金及び預金勘定 3,019,598千円 3,155,623千円

  預入期間が３か月を超える定期預金 △200,000 △100,000

  現金及び現金同等物 2,819,598 3,055,623

 

 ２ 重要な非資金取引の内容

   
前事業年度

（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当事業年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

  有形固定資産の取得に伴う資産除去債務の額 1,969千円 1,067千円

       
 
（リース取引関係）

１．ファイナンス・リース取引（貸主側）

(1）リース投資資産の内訳
 

流動資産                                       （単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

リース料債権部分 － 17,294
見積残存価額部分 － 1,500
受取利息相当額 － △2,666
リース投資資産 － 16,128

 

(2）リース投資資産に係るリース料債権部分の決算日後の回収予定額
 

流動資産                                       （単位：千円）

 
前事業年度

（平成25年３月31日）

  １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

リース投資資産 3,085 3,296 3,522 3,765 2,457 －
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２．オペレーティング・リース取引（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

１年内 625,997 625,997

１年超 4,638,945 4,012,948

合計 5,264,943 4,638,945

 

３．オペレーティング・リース取引（貸主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

（単位：千円）
 

 
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

１年内 158,278 100,356

１年超 1,337,714 1,237,358

合計 1,495,993 1,337,714

 

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

当社は設備投資計画に照らして、必要な資金は全額自己資金により充当しており、借入による資金調達は行って

おりませんが、借入が必要となる場合には、主に銀行借入による方針となっております。

また、一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、投機的な金融商品取引は行わない方針であります。

 

(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である営業未収入金は、取引先の信用リスクに晒されています。

当該リスクに関しては、当社の営業管理規程に従い、各部署の管理責任者は、経理部作成の回収予定推移表によ

って、取引先ごとの期日管理、残高管理及び与信限度額管理を行っております。これにより、保有債権の早期回収

を図るとともに、不良債権の発生を未然に防止する対策を講じております。

有価証券及び投資有価証券は満期保有目的の債券及び業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格に晒さ

れていますが、定期的に把握された時価が取締役会に報告されております。

差入保証金は、不動産の賃貸借契約等に基づく金銭の差入であり、差入先の信用リスクに晒されております。当

該リスクについては、相手先の状況を定期的にモニタリングし、財務状況の悪化等の早期把握によりリスク軽減を

図っております。

営業債務である営業未払金は、そのほとんどが３ヶ月以内の支払期日であります。

預り建設協力金及び長期預り保証金は、不動産の賃貸借契約に際し、賃借人より保証金として受領する預り金で

あります。

また、営業債務、預り建設協力金、長期預り保証金は、流動性リスクに晒されていますが、当社では各部署から

の報告に基づき資金収支予算表を作成するとともに、経理部が当座預金等日別残高表を作成・更新するなどによ

り、必要な手許流動性預金の管理をしております。

 

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれ

ております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、

当該価額が異なることもあります。

 

(4）信用リスクの集中

決算日現在における営業債権のうち前事業年度38.3％、当事業年度39.3％は特定の大口顧客に対するものであり

ます。
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２．金融商品の時価等に関する事項

  貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極め

て困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

 

前事業年度（平成25年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,019,598 3,019,598 －

(2）営業未収入金 1,175,502 1,175,457 △45

(3）有価証券及び投資有価証券      

 その他有価証券 856,740  856,740  －

(4）差入保証金 1,317,119  1,147,959  △169,159

 資産計 6,368,960 6,199,755 △169,205

(1）営業未払金 686,942 686,942 －

(2）預り建設協力金 318,348 334,249 15,901

(3）長期預り保証金 787,523 772,310 △15,213

負債計 1,792,815 1,793,503 688

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 
貸借対照表計上額

（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1）現金及び預金 3,155,623 3,155,623 －

(2）営業未収入金 1,338,192 1,338,127 △64

(3）有価証券及び投資有価証券      

 その他有価証券 952,098 952,098 －

(4）差入保証金 1,315,288 1,155,114 △160,173

 資産計 6,761,202 6,600,964 △160,238

(1）営業未払金 818,342 818,342 －

(2）預り建設協力金 291,184 304,236 13,052

(3）長期預り保証金 304,898 292,459 △12,439

負債計 1,414,426 1,415,038 612

 

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

資  産 

(1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

(2）営業未収入金

これらは短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額

によっております。割賦債権については、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間

及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

なお、営業未収入金の貸借対照表計上額には割賦債権の金利部分が含まれており、当該金利部分は割賦

利益繰延として繰延処理され流動負債に計上しております。

(3）有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式及び債券は取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によって

おります。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項については、注記事項「有価証券関係」をご参照

下さい。

- 25 -

東部ネットワーク㈱（9036） 平成26年3月期決算短信［日本基準］ （非連結）



(4）差入保証金

これらの時価は、賃貸借契約等に基づく賃借期間を返還期限として区分した債権ごとに、信用リスクを

加味した利率で割り引いた現在価値により算定しております。

 

負  債 

(1）営業未払金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 (2）預り建設協力金、(3）長期預り保証金

これらの時価は、返還期間ごとに区分した債務ごとに、信用リスクを加味した利率で割り引いた現在価

値により算定しております。

 

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）
 

区分
前事業年度

（平成25年３月31日）
当事業年度

（平成26年３月31日）

非上場株式 30,040 30,040

関係会社株式 22,102 22,102

差入保証金 111,921 127,190

非上場株式、関係会社株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるこ

とから、「（3）有価証券及び投資有価証券」には含めておりません。また、一部の差入保証金は、返済スケ

ジュールが未確定で将来キャッシュ・フローを見積ることができず時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、時価開示の対象とはしておりません。

 

３．金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

前事業年度（平成25年３月31日）

 
１年以内 
（千円）

１年超 
５年以内 
（千円）

５年超 
10年以内 
（千円）

10年超 
（千円）

現金及び預金 3,015,886 － － －

営業未収入金 1,171,598 3,904 － －

合計 4,187,484 3,904 － －

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内 
（千円）

１年超 
５年以内 
（千円）

５年超 
10年以内 
（千円）

10年超 
（千円）

現金及び預金 3,151,739 － － －

営業未収入金 1,332,669 5,522 － －

合計 4,484,409 5,522 － －

 

４．預り建設協力金の決算日後の返済予定額

前事業年度（平成25年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

預り建設協力金 27,164 27,706 28,259 28,824 28,951 177,442

 

当事業年度（平成26年３月31日）

 
１年以内
（千円）

１年超
２年以内
（千円）

２年超
３年以内
（千円）

３年超
４年以内
（千円）

４年超
５年以内
（千円）

５年超
（千円）

預り建設協力金 27,706 28,259 28,824 28,951 29,990 147,451
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（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前事業年度（平成25年３月31日）

該当事項はありません。

当事業年度（平成26年３月31日）

該当事項はありません。

２．子会社株式

  子会社株式(当事業年度の貸借対照表計上額は関係会社株式22,102千円、前事業年度の貸借対照表計上額は関係会

社株式22,102千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しており

ません。

 

３．その他有価証券

前事業年度（平成25年３月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 667,530 320,668 346,862

小計 667,530 320,668 346,862

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 189,209 195,398 △6,189

小計 189,209 195,398 △6,189

合計 856,740 516,067 340,673

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

当事業年度（平成26年３月31日）

  種類
貸借対照表計上額

（千円）
取得原価（千円） 差額（千円）

貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの

株式 718,022 320,615 397,407

小計 718,020 320,615 397,407

貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの

株式 234,075 241,682 △7,606

小計 234,075 241,682 △7,606

合計 952,098 562,297 398,800

（注） 非上場株式（貸借対照表計上額 30,040千円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて

困難と認められることから、記載しておりません。

 

 ４．売却したその他有価証券

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

（デリバティブ取引関係）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と確定給付型の制度として退職差額一時金制度を導入しており

ます。

 なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

２．退職給付債務に関する事項

    （平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（千円） △7,190  

(2）年金資産（千円） －  

(3）退職給付引当金(1)＋(2)（千円） △7,190  

 

３．退職給付費用に関する事項  
 

 
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

退職給付費用（千円） 20,245

勤務費用等（千円） 3,942

確定拠出年金掛金（千円） 16,303

 

当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

１．採用している退職給付制度の概要

 当社は、確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と確定給付型の制度として退職差額一時金制度を導入しており

ます。

 なお、当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

 

２．確定給付制度

(1）簡便法を適用した制度の、退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

退職給付引当金の期首残高 7,190千円

退職給付費用 2,354 

退職給付の支払額 △1,176 

制度への拠出額 － 

退職給付引当金の期末残高 8,368 

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金費用の調整表

 

積立型制度の退職給付債務 －千円

年金資産 － 

  － 

非積立型制度の退職給付債務 8,368 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,368 

    

退職給付引当金 8,368 

貸借対照表に計上された負債と資産の純額 8,368 

 

(3）退職給付費用

簡便法で計算した退職給付費用 2,354千円

 

３.確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額は、16,377千円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

 該当事項はありません。
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（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  前事業年度
（平成25年３月31日）

  当事業年度
（平成26年３月31日）

繰延税金資産     

貸倒引当金 2,560千円   2,610千円

賞与引当金 27,228   26,105

退職給付引当金 2,611   2,953

役員退職慰労引当金 36,613   38,724

減損損失 14,086   14,086

未払事業税 17,947   14,616

未払事業所税 286   268

一括償却資産 502   152

投資有価証券評価損 27,565   27,565

土地再評価差額金 847,530   847,530

その他 33,233   36,508

繰延税金資産小計 1,010,165   1,011,121

評価性引当額 △281,491   △281,703

繰延税金資産計 728,673   729,418

繰延税金負債      

固定資産圧縮積立金 △1,075,116   △1,067,395

その他有価証券評価差額金 △120,257   △137,599

土地再評価差額金 △732,244   △732,244

その他 △17,213   △19,171

繰延税金負債計 △1,944,831   △1,956,411

繰延税金資産（負債）の純額 △1,216,157   △1,226,993

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった

主要な項目別の内訳

  前事業年度
（平成25年３月31日）

 
 

当事業年度
（平成26年３月31日）

  法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記

を省略しております。

 

  法定実効税率と税効果会計

適用後の法人税等の負担率と

の間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注記

を省略しております。
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（持分法損益等）

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

 該当事項はありません。

当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

 該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

資産除去債務のうち貸借対照表に計上しているもの

イ  当該資産除去債務の概要

  厚木物流センター及び東部海老名物流センターの不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

ロ  当該資産除去債務の金額の算定方法

１．厚木物流センター

使用見込期間を取得から10年と見積り、割引率は1.36％を使用して資産除去債務の金額を計算しておりま

す。

２．東部海老名物流センター

使用見込期間を取得から15年から20年と見積り、割引率は1.348％から1.694％を使用して資産除去債務の金

額を計算しております。

ハ  当該資産除去債務の総額の増減

 
前事業年度

（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

期首残高 11,908千円 14,069千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 1,969 1,067

時の経過による調整額 191 223

期末残高 14,069 15,360
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（賃貸等不動産関係）

前事業年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センタ

ー等の各種賃貸商業施設を所有しております。

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高

8,134,490 △176,324 7,958,166 7,264,297

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度増減額のうち、増加額は厚木店舗増築工事（13,003千円）、東部ヨコハマビル中央監視装置工事

（12,663千円）、減少額は減価償却費（201,991千円）であります。

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価

格を反映していると考えられる指標を用いて自社で算定した金額によっております。

また、賃貸等不動産に関する平成25年３月期における損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）

損益計算書における金額

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益

795,844 334,875 460,968 －

(注) 不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及び

「営業原価」に計上されております。

 

当事業年度（自 平成25年４月１日 至 平成26年３月31日）

当社では、神奈川県及びその他の地域において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや物流センタ

ー等の各種賃貸商業施設を所有しております。

これら賃貸等不動産の貸借対照表計上額、当事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末の時価

 当事業年度期首残高  当事業年度増減額  当事業年度末残高

7,958,166 △171,568 7,786,598 7,235,391

(注) １．貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。

２．当事業年度増減額のうち、増加額は東部ヨコハマビル空調工事等（13,634千円）、減少額は減価償却費

（185,202千円）であります。

３．当事業年度末の時価は、主要な物件については社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額、

その他の物件については「不動産鑑定評価基準」に定める手法を一部省略した評価に基づき、適切に市場価

格を反映していると考えられる指標を用いて自社で算定した金額によっております。

また、賃貸等不動産に関する平成26年３月期における損益は、次のとおりであります。

（単位：千円）

損益計算書における金額

 不動産賃貸収入  不動産賃貸費用  差額  その他損益

808,963 312,781 496,181 －

(注) 不動産賃貸収入及び不動産賃貸費用（施設管理費、減価償却費、租税公課等）は、それぞれ「営業収益」及び

「営業原価」に計上されております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源の

配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に営業本部と管理本部を置き、製品・サービスを扱う各事業部門を統括管理し、新規事業の開発等、

包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

したがいまして、当社は、営業本部を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「貨物自動

車運送事業」、「商品販売事業」、「不動産賃貸事業」、「その他事業」の４つを報告セグメントとしております。

「貨物自動車運送事業」は、当社の主たる事業として、関東圏を中心に東北圏から近畿圏に輸送ネットワークを持

ち、各種製品の輸送サービスを提供しております。「商品販売事業」は、主に石油製品、セメント及び車両等の販売

をしております。「不動産賃貸事業」は、賃貸オフィスビルや物流センター等の各種賃貸商業施設を提供しておりま

す。「その他事業」は、自動車整備業及び損保代理業等であります。自動車整備業は、自社整備工場を保有し、民間

車検、車両修理・整備等のサービスを提供しております。

 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「重要な会計方針」における記載と同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前事業年度（自平成24年４月１日  至平成25年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計 
上額 
（注）２  

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 7,523,524 2,679,809 1,208,908 73,298 11,485,539 － 11,485,539 

計 7,523,524 2,679,809 1,208,908 73,298 11,485,539 － 11,485,539 

セグメント利益 517,986 17,408 518,482 28,285 1,082,163 △279,578 802,584 

セグメント資産 5,563,361 479,252 8,340,796 29,151 14,412,561 4,263,581 18,676,143 

その他の項目              

減価償却費 347,386 5,818 209,177 495 562,877 16,279 579,157 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
379,228 － 26,501 300 406,030 31,734 437,764 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△279,578千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額4,263,581千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。

（3）減価償却費の調整額16,279千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額31,734千円は、売上請求システム等であります。

 

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。
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当事業年度（自平成25年４月１日  至平成26年３月31日） 

            （単位：千円） 

  報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

財務諸表計 
上額 
（注）２  

貨物自動車
運送事業 

商品販売事
業 

不動産賃貸
事業 

その他事
業 

計 

売上高              

外部顧客への売上高 8,596,129 2,481,000 1,166,587 74,738 12,318,455 － 12,318,455 

計 8,596,129 2,481,000 1,166,587 74,738 12,318,455 － 12,318,455 

セグメント利益 589,706 19,202 509,189 28,410 1,146,509 △297,539 848,969 

セグメント資産 5,691,069 432,656 8,169,289 71,880 14,364,894 4,505,620 18,870,515 

その他の項目              

減価償却費 401,943 5,817 189,869 460 598,091 15,951 614,042 

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額 
385,341 － 21,784 340 407,465 5,892 413,357 

（注）１．調整額は、以下のとおりであります。

（1）セグメント利益の調整額△297,539千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で、報告セグ

メントに帰属しない一般管理費であります。

（2）セグメント資産の調整額4,505,620千円は、各報告セグメントに帰属しない全社資産で、主に預金及び

本社に係る固定資産であります。

（3）減価償却費の調整額15,951千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。

（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額5,892千円は、本社サーバ導入等であります。

 

２．報告セグメント利益の合計額は、財務諸表計上額（営業利益）と一致しております。

３．減価償却費には長期前払費用の償却が含まれております。
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【関連情報】

前事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計

外部顧客への売上

高
7,523,524 2,679,809 1,208,908 73,298 11,485,539

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

相手先 売上高 関連するセグメント名

セントラルジャパンロジスティックス株式会社 1,940,543 貨物自動車運送事業

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社 1,507,193 貨物自動車運送事業

山村倉庫株式会社 1,473,357 貨物自動車運送事業

 

当事業年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

(単位：千円)

  貨物自動車運送 商品販売 不動産賃貸 その他 合計

外部顧客への売上

高
8,596,129 2,481,000 1,166,587 74,738 12,318,455

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

 

(2）有形固定資産

本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

 

３．主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

相手先 売上高 関連するセグメント名

コカ・コーライーストジャパンプロダクツ株式会社 3,565,795 貨物自動車運送事業

山村倉庫株式会社 1,528,573 貨物自動車運送事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

該当事項はありません。

 

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前事業年度（自  平成24年４月１日  至  平成25年３月31日）

該当事項はありません。

 

当事業年度（自  平成25年４月１日  至  平成26年３月31日）

該当事項はありません。
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（関連当事者情報）

関連当事者との取引

（ア）財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

子会社 
相模新栄運

送㈱ 

相模原市 

中央区 
10,000 

貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0 

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
4,800 － － 

 

当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

種類 
会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 取引の内容 

取引金額 
（千円） 科目 

期末残高 
（千円） 

子会社 
相模新栄運

送㈱ 

相模原市 

中央区 
10,000 

貨物自動車

運送事業 

（所有） 

直接100.0 

運送の委託 

役員の兼任 

事務業務の

受託 
4,800 － － 

 

（イ）財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等

前事業年度（自平成24年４月１日 至平成25年３月31日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

個人主要

株主 
中村亘宏 － － 当社相談役 

（被所有） 

直接25.8 
当社相談役 

相談役報酬

の支払 
13,200 

未払金 

未払費用 

9,500 

4,000 

 

当事業年度（自平成25年４月１日 至平成26年３月31日）

種類 会社等の名
称又は氏名 

所在地 
資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の所
有（被所有）
割合（％） 

関連当事者と
の関係 

取引の内容 取引金額 
（千円） 

科目 期末残高 
（千円） 

個人主要

株主 
中村亘宏 － － 当社相談役 

（被所有） 

直接25.8 
当社相談役 

相談役報酬

の支払 
13,750 

未払金 

未払費用 

10,400 

4,000 

（注）１．上記（ア）～（イ）の金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２．上記（ア）の取引条件及び取引条件の決定方針等

当社の従業員の平均賃金等を基準として決定しております。

３．上記（イ）の中村亘宏氏は、当社の代表取締役社長経験者であり、長年の経営経験や知識等を基に現経営陣

に対し、助言等を行ってもらうことを主な目的として相談役を委嘱しております。

なお、相談役報酬については、取締役会において決定しております。
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（１株当たり情報）

 
 
 

前事業年度
（自  平成24年４月１日
至  平成25年３月31日）

当事業年度
（自  平成25年４月１日
至  平成26年３月31日）

１株当たり純資産額 2,642.67円 2,732.00円

１株当たり当期純利益金額 95.06円 103.51円

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

当事業年度
(自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日)

当期純利益（千円） 521,496 567,843

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 521,496 567,843

期中平均株式数（株） 5,485,741 5,485,664

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。
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５．その他

 営業実績

① 売上高

事業区分

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

売上高（千円） 前年同期比（％）

貨物自動車運送事業（注）３    

第１営業部門 6,922,469 114.9

第２営業部門 1,673,660 117.7

小計 8,596,129 114.3

商品販売事業 2,481,000 92.6

不動産賃貸事業 1,166,587 96.5

その他事業 74,738 102.0

合計 12,318,415 107.3

（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．第１営業部門は、清涼飲料、びん・容器輸送、新輸送システム等、第２営業部門は、石油、化成品等輸送

等を行っております。

３．貨物自動車運送事業のうち、運送委託の実績は次のとおりであります。

区分

前事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

金額（千円） 委託比率(％) 金額（千円） 委託比率(％)

傭車料 2,743,754 36.5 3,279,954 38.2

 （注）１．委託比率は売上高＜貨物自動車運送事業＞に対する運送委託費の割合であります。

２．主要な運送委託先は、中越テック株式会社、相栄産業株式会社、トランコム株式会社等であります。

３．傭車料には、消費税等は含まれておりません。

 

② 主要顧客別売上高状況

相手先

前事業年度
（自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日）

当事業年度
（自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日）

売上高（千円）
総売上高に対する
割合(％)

売上高（千円）
総売上高に対する
割合(％)

コカ・コーライーストジャパン

プロダクツ株式会社
1,507,193 13.1 3,565,795 28.9

山村倉庫株式会社 1,473,357 12.8 1,528,573 12.4

セントラルジャパンロジスティ

ックス株式会社
1,940,543 16.9 680,581 5.5

（注） 売上高には、消費税等は含まれておりません。
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